
研
究
会
開
催
報
告

大阪女学院大学国際共生研究所通信　第９号大阪女学院大学国際共生研究所通信　第９号

3６

Project 1

　二酸化炭素 (CO2)、メタン、フロンなどの温室効果ガ
ス（Greenhouse effect gases; GHGs）1 が人間活動により
排出され、地球の気温上昇が引き起こす弊害をいう。産
業革命以来、化石燃料の大量消費がその原因の１つであ
るとされる。地表が太陽光で暖められ放出される赤外線
は、地球の熱を宇宙に放出する作用を有するが、GHGs は、
赤外線を吸収して地球温暖化をもたらす。地球温暖化に
よって海面上昇、異常気象、砂漠化などが生じる。
　二酸化炭素の濃度上昇により地球の温暖化がもたらさ
れるという研究は、19 世紀末に存在するが、1985 年の
科学者・政策担当者のフィラハ会議で、GHGs による気候
変動 (climate change）2、とりわけ地球温暖化が引き起こ
されるとの考え方から、人間活動による気候変動が、政
治的課題となった。CO2 が地球温暖化の主たる原因とす
る学説には異論もある 3。
　米国の主張で政府主導により気候変動の科学的評価を
行う「気候変動に関する政府間パネル」(IPCC) が、1988
年国連総会において設置された。IPCC は、学術誌掲載論
文に基づき 1990 年第 1 次、1995 年第 2 次、2001 年第
3 次、2007 年第 4 次、2014 年第 5 次の評価報告書 4 を

取りまとめた。
　1992 年「国連気候変動枠組条約」が採択され、「大気
中の温室効果ガスの濃度を安定化させる」ことが目的と
された（1994 年発効）。1997 年同条約の第 3 回締約国
会議（COP3）で「京都議定書」が採択され（2005 年発
効）、先進国と経済移行国（附属書Ⅰ締約国）は GHGs を、
1990 年比で個別に抑制削減することが義務づけられた

（附属書 B）。中国やインドなど途上国が削減義務を負わ
ず、7% の削減義務を負う米国は、2001 年ブッシュ政権
時に、京都議定書からの離脱を表明した。
　2007 年 4 月には、国連安全保障理事会で、地球温暖
化に関する討議が初めて実施された 5。気候変動問題が、
水・食糧・エネルギーに影響を与え、戦争や国際紛争の
原因となり、国際の平和と安全に対する脅威となりうる
との認識がその背景にある。
　京都議定書第 1 約束期間（2008~12 年）終了後につい
て、COP18（ドーハ、2012）で、第 2 約束期間（2013~20 年）
が設定された 。カンクン合意（2010）に基づき、各国
が 2020 年の削減目標を掲げ、国際的レビューを実施す
る。2020 年以降の全ての国家が参加する新たな枠組みは、
ダーバン合意（2011）に基づき、COP21（パリ、2015）
での合意を目指している。
　地球温暖化問題は、環境政策、エネルギー、技術開発
を含む経済・外交政策の問題でもあり、純粋な自然現象
と捉えるべきではない。

地球温暖化問題
(Global Warming Issues)

   　　　　　西井　正弘

1 国立環境研究所地球環境研究センター編『地球温暖化の事典』丸善出版、2014 年、7-12 頁。
2 長期間のスパンでの気候の変化を示す ｢気候変動｣ (climate variation) と、一定方向への気候変動を示す「気候変化」(climate change) とは区
   別される場合もあるが、国際連合気候変動枠組条約 (United Nations Framework Convention on Climate Change) においては、「気候変動
   (climate change)」が用いられている。『前掲書』、3-4 頁。
3 例えば、槌田敦『CO2 温暖化説は間違っている』ほたる出版、2006 年。太陽副射の気候影響に着目する、伊藤公紀『地球温暖化』日本評論社、
   2003 年もある。
4「IPCC 評価報告書」前掲書 ( 註 1)、47-53 頁。
5  2007 年 CO2 排出国は初めて中国が 1 位となり、2 位米国、3 位 EU27 カ国、4 位ロシア、5 位インド、6 位日本となった。
6 日本は第 2 約束期間に不参加となり、2012 年 12 月にはカナダが京都議定書を脱退した。

出来なかったのか、宗教間も共生出来ずにいる。今を
生きる我々自身少なくともお互いに短い時間を人類間
で、共生出来る知恵・工夫はないのであろうか？　お
互いが win-win の関係を構築すること。家庭内で、親
子間で、友達間で、組織内外で、国家間でいざこざ・
衝突が絶えないのは人間の驕り・欺瞞から派生する葛
藤と考える。
　最近の日本と、隣国アジアや世界との関係を国際共
生の観点から見れば、人間の組織や国家におけるリー
ダー達の価値観や精神構造が、進歩・進化していない

ためと思われる。人
間はその時、その状
況などでカメレオン
のように最適な言動
を選択している。人
間 の 誇 り で あ る 謙
遜・他者尊重の精神

が無ければ共生、特に多文化共生・国際共生・国家間
の共存は単なる自己満足、あるいはスローガンに終わ
りかねない。
　ビジネス界を経験してきた証人として、例えばＭ＆
Ａを通しても企業相互の共生は難しい。本来あるべき
共生・共存の精神は少ない。お互いにそうしたいと思っ
てはいるが、行動面になると共生・共存してはいない。
相手に勝つ、優位に立つ、一方が常に上から目線で物
事を考え、自己中心的に行動している。そこには本来
の共生は生まれないし、多くの人もそのようなリー
ダーを見て行動するので組織全体としても共生観は言
葉だけに終わっている。共生・共存とは一体どのよう
な状況が実現されればそう言えるのであろうか？そこ
に集う者たちがお互いに利害を共有・体験するのが共
生・共存にとって最も重要だと理解しているが、人類
が絶滅状態にならないと更なる進化・共生は実現出来
ないのであろうか？

研究活動報告
　プロジェクト１の研究課題は「国際共生の研究」であり、
国際社会における国際共生の現状分析および将来のある
べき姿を研究することである。2014 年 2 月に刊行され
た『国際共生と何か－平和で公正な世界へ』（国際共生研
究所叢書３）では、国際共生の意義を明確にし、平和と
国際共生、人権と国際共生、環境と国際共生、開発と国
際共生、教育と国際共生に関する各２本、合計 10 本の
論文を通じて、国際共生とは何であるかを検討した。
　そこで示した定義によれば、「国際共生とは、国際社会
における行動主体の間において、お互いに積極的に努力
し協力し、両者にとってともにプラスに働く状況を作り
出すことであり、国際社会全体をより平和で安全なまた
公平なものにすることを目指すものであり、また個々の
主体間だけでなく、国際社会全体の利益を促進するもの
である。」
　現在進行中のプロジェクトは、「国際共生と広義の安全
保障」であり、広義の安全保障の諸問題を国際共生の観
点から分析することを目的としている。安全保障の概念
は近年大きく変更・拡大される傾向にある。伝統的には

「安全保障」は国家安全保障であり国際安全保障で、内容
は軍事的な安全保障であった。国連憲章の目的である「国
際の平和と安全保障の維持」でもそういう意味であるし、
日米安全保障条約でもそういう意味である。

　近年の安全保障の概念は、誰の安全保障かという側面
から「人間の安全保障」と「地球の安全保障」に拡大し
ている。前者は国家ではなく個人に重点をおいた安全保
障であり、人権のみならずさまざまな側面で議論されて
いる。後者は地球全体の安全保障という意味で、個別国
家の対応では不可能なもので、たとえば環境保護などが
この側面から議論されている。
　次は何に関する安全保障かという側面が拡大しており、
軍事的安全保障のみではなく、経済安全保障、エネルギー
安全保障、食糧安全保障、水の安全保障、環境安全保障
などさまざまな領域に拡大している。さらに共通の安全
保障や協力的安全保障、包括的安全保障などさまざまな
新しい概念が示されている。
　このような安全保障概念の拡大の現状をふまえ、広義
の安全保障を国際共生の観点から分析するのが、今回の
プロジェクトの目的である。このプロジェクトには、本
学の研究員（黒澤満、奥本京子、香川孝三、西井正弘、
長尾ひろみ）に加えて、千葉眞（国際基督教大学教授）、佐々
木寛（新潟国際情報大学教授）、福島安紀子（青山学院大
学教授）、佐渡紀子（広島修道大学教授）が参加しており、
平和・人権研究会での報告などを通じてプロジェクトを
進めており、国際共生研究所叢書 4 として刊行する予定
である。

黒澤　　満

平和・人権研究会（Project 1）
第 39 回　日　　時：2014 年 12 月 3 日

報 告 者：前田　美子（大阪女学院大学教授）、小野　由美子 ( 鳴門教育大学教授 )、
　　　　   中村　聡 ( 広島大学研究員 )、綱本麻希 ( 鳴門教育大学大学院生 )
タイトル：「青年海外協力隊に参加した現職教員の異文化感受性レベルに関する分析」

第 40 回　日　　時：2015 年 4 月 29 日
報 告 者：馬渕　仁（大阪女学院大学教授）
タイトル：「アイデンティティ再考」

第 41 回　日　　時：2015 年 4 月 29 日
報 告 者：奥本　京子（大阪女学院大学教授）
タイトル：「紛争解決と安全保障―ファシリテーションとメディエーションの役割とは何か」

第 42 回　日　　時：2015 年 6 月 24 日
報 告 者：黒澤　満（大阪女学院大学教授）
タイトル：「核軍縮と安全保障」

第 43 回　日　　時：2015 年 7 月 29 日
報 告 者：香川　孝三（大阪女学院大学教授）
タイトル :「職場の労働安全と国際共生―バングラデシュ・ラナプラザビル崩壊事件をめぐって」

Project 2研究活動報告 Brian D. Teaman

　RIICC project 2 has continued its focus on language learning 
with two presentations this year. In the first presentation 
on March 2, 2015, Hiroki Iwai of Osaka University gave a 
presentation entitled “Active Learning Using the iPad in a 
German class for Beginners and a Multilingual Program.” 
Professor Iwai, among many accomplishments, has been 
recognized as an Apple Distinguished Educator for his 
innovative use of technology in education. He demonstrated 
how an Active Learning approach can be enhanced with the use 
of iPads. The first part of the presentation focused on the use 
of the iPad in a first year German course. He skillfully showed 
how devices such as tablet computers have replaced many types 
of hardware used in language teaching until recently. The iPad 
allows students to do audio and video recording, allows for text 
input, text to speech and other functions that used to require 

specialized hardware and software. iPads also support a growing 
number of specialized apps allowing for endless opportunities 
to enhance the learning of foreign languages. In the second part 
of his presentation, he showed how groups of students were 
matched with native speakers of little taught languages (Turkish, 
Indonesian and Vietnamese) with the help of iPad technology to 
learn these languages. These foreign experts served as models 
and guides assisted by iPad technology, while Professor Iwai 
assumed a unique role as coordinator, designer, and facilitator 
which he summarized as “faciliteacher.”  In this role he guided 
the process of teaching and learning the three languages which 
he has no expertise in. This innovative approach to teaching 
little taught languages, shows another way that new technology 
can be used to enrich the language classroom.
　On June 24, 2015 a presentation was given by Michael Burri 


